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海外進出日系企業実態調査|アジア・オセアニア編

ASEAN6カ国の比較とマレーシアの特徴
-景況感は製造業中心に悪化、人材確保と競争激化に課題-
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調査結果のポイント
1．2025年の営業利益見込みは62.5％、製造業が大幅低下

❖2025年の営業利益の黒字割合は、マレーシアでは62.5％となり、ASEAN主要国で最も低かった。直近10年で見ても、
コロナ禍の2020年および2021年に次ぐ低水準。（スライド4）

❖黒字割合は前年比で非製造業が微減にとどまった一方、製造業が16.1ポイント減と大幅に低下。（スライド5）

２．今後1～2年の事業展開は非製造業で拡大、製造業で現状維持が5割超

❖今後1～2年で事業拡大を検討する企業の割合は44.0％と2年連続で低下。現状維持が50.3％と、拡大割合を上回った。
非製造業では「拡大」が51.8％、製造業では「現状維持」が 54.3％とそれぞれ過半を占めた。（スライド7-8）

❖今後有望な輸出市場として、製造業ではインド、非製造業ではインドネシアがそれぞれ最多。（スライド9）

３．米国関税の影響はわからないが最多、対米輸出企業は約3割がマイナスの影響懸念

❖米国に輸出する企業の割合は30.5％。うち、関税措置の営業利益見込みへの影響について、40.0％が「現時点で分か
らない」、 32.0％ が「マイナスの影響が大きい」と回答。（スライド10）

❖関税引き上げなどへの対応として、中国からの生産移管や部品の調達切り替えを計画する事例。（スライド11）

４．直近2年間の人材確保の状況は悪化が44.9％、待遇要求

❖直近2年間の人材確保の状況が「悪化」した企業の割合は44.9％、ASEANでベトナムに次ぐ高さ。（スライド12）

❖悪化理由は、職種を問わず「賃金・待遇面などの要求水準の高まり」が最多。専門職で「人材獲得競争の激化」 、管
理職で「スキルのミスマッチ」を挙げる回答が相対的に高かった。（スライド13）

５．DX・GXへの取り組み進展、63.4％がデジタル技術の活用・投資を拡大予定

❖デジタル技術の活用・投資を拡大する企業の割合はマレーシアで63.4％と、ASEANでフィリピンに次ぐ高さ。導入分
野は、製造業ではサイバーセキュリティと工場の業務改善・DX、非製造業ではクラウドと人工知能（AI）の回答割合
が高かった。一方、導入の課題として、高コストやデジタル人材の不足との回答が6割超に。（スライド14-16）

❖脱炭素化に取り組むまたは今後取り組む予定がある企業の割合は73.8％。省エネ、排出量可視化、再エネ導入・利用
促進と幅広く取り組む一方、再エネ導入のコスト高が最大の課題。（スライド17）

6．人件費高騰が引き続き課題、中国企業との競争も激化

❖投資環境上のメリットは言語・コミュニケーション上の障害の少なさが76.2％、リスクは人件費の高騰が66.5％とそ
れぞれ最多。高付加価値化、自動化推進のほか、事業内容や生産地を再検討する企業も。 (スライド19-20)

❖現地市場で最も競合する相手は、製造業で中国企業が34.2％、非製造業で地場企業が48.3％と最多。競争力維持に向
け、コスト削減や製品・サービスの多角化に取り組むとの回答割合高く。（スライド21）
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調査対象
企業数

調査企業数 内訳 有効
回答率有効回答 構成比 製造業 非製造業

◼ アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実態
を把握し、その結果を広く提供することを目的と
する。

調査目的

◼ 北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西ア
ジア4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地域
に進出する日系企業（日本側による直接、間接の
出資比率が10％以上の企業および日本企業の支
店・駐在員事務所）。

調査対象

◼ 2025年（令和7年） 8月19日～9月17日

調査時期

◼ 1万2,900社に回答を依頼し、5,109社より有効回
答を得た。国別の内訳は右表の通り。

回収状況

（社、%）

◼ 調査は1987年より実施し、本年度は第39回目。
◼ 2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。
◼ 1問以上回答があった企業を有効回答とする。
◼ 各スライドのカッコ内の数値は有効回答企業数を
示す。

◼ 図表の数値は四捨五入しているため、合計が必ず
しも100％とはならない。

備考

調査概要

2025年度調査の概要

企業規模

41.2 

38.7 

24.0 

47.0 

50.1 

53.1 

52.4 

17.8 

18.3 

18.6 

18.5 

19.7 

15.0 

14.7 

41.0 

42.9 

57.4 

34.6 

30.2 

31.9 

32.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ASEAN(3,172)

ベトナム(906)

タイ(646)

インドネシア(379)

シンガポール(477)

マレーシア(367)

フィリピン(170)

大企業 中堅企業 中小企業

（注1）本資料の出所はすべて「2025年度海外進出日系企業実態調査-アジア・オセアニア編-」（ジェトロ調査部）。
（注2）本資料における「ASEAN主要国」とは、ベトナム、タイ、インドネシア、シンガポール、マレーシア、フィリピンの6カ国。
ただし、「ASEAN」の数値には同6カ国にカンボジア、ラオス、ミャンマーを加えた9カ国の調査結果を使用。
（注3）四捨五入の関係で、積み上げ棒グラフの値の合計が100にならないことがある。

ASEAN 8,656 3,172 62.1 1,374 1,798 36.6

ベトナム 2,008 906 17.7 409 497 45.1

タイ 1,812 646 12.6 333 313 35.7

インドネシア 1,642 379 7.4 215 164 23.1

シンガポール 1,184 477 9.3 93 384 40.3

マレーシア 776 367 7.2 173 194 47.3

フィリピン 516 170 3.3 84 86 32.9

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2025/01/231fa237934b5b0c.html
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（%）
2025年の営業利益見込み（国・地域別）

2025年営業利益見込み：

マレーシアの黒字割合は62.5％、ASEAN主要国で最低1

Ⅰ．営業利益見通し
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(%)黒字企業の割合の推移 – 2016～2025年（国別）
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マレーシア(360)
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◼ 2025年の営業利益見込みを「黒字」と回答した在マレーシア日系企業の割合は62.5％で、ASEAN主要国

で最も低かった。

◼ マレーシアの黒字割合は2024年まで4年連続で数値が改善したが、2025年は前年調査から8.3ポイント

下落し、直近10年でコロナ禍の2020年および2021年に次ぐ低水準だった。
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2025年営業利益見込み（マレーシア・業種別）：

製造業の黒字割合が大幅に低下2
◼ 2025年のマレーシアの黒字割合を業種別にみると、製造業が57.0％、非製造業が67.6％だった。前年調査と比
べ、非製造業が0.8ポイント減にとどまった一方、製造業は16.1ポイント減と大幅に低下し、明暗が分かれた。

◼ 製造業では、黒字割合がプラスチック製品を除く全業種で前年調査より低下し、中でも輸送機器部品、食料品、
鉄・非鉄・金属で20ポイント以上低下した。

Ⅰ．営業利益見通し

2025年の営業利益見込み（企業規模別、業種別）

2025年の営業利益見込み（製造業） 2025年の営業利益見込み（非製造業）

62.5

67.0

65.4

37.9

74.0

78.6

50.0

19.4

21.6

15.4

27.6

13.5

10.7

25.0

18.1

11.4

19.2

34.5

12.5

10.7

25.0

全体（360）

大企業(88）

中堅企業（26）

中小企業（58）

大企業（104）

中堅企業（28）

中小企業（56）

57.0

87.5

68.4

59.3

58.8

57.1

50.0

46.2

33.3

27.3

50.0

22.7

26.3

29.6

23.5

17.1

10.0

7.7

50.0

36.4

25.0

20.3

12.5

5.3

11.1

17.6

25.7

40.0

46.2

16.7

36.4

25.0

製造業全体(172)

プラスチック製品(8)

電気・電子機器(19)

化学・医薬(27)

鉄・非鉄・金属(17)

電気・電子機器部品(35)

食料品(10)

ゴム・窯業・土石(13)

輸送機器部品(6)

紙・木製品・印刷(11)

その他製造業(12)

黒字 均衡 赤字

67.6

86.7

85.7

72.7

72.0

71.4

71.1

66.7

52.2

40.0

16.5

6.7

13.6

12.0

14.3

13.2

27.8

13.0

60.0

16.0

6.7

14.3

13.6

16.0

14.3

15.8

5.6

34.8

非製造業(188)

事業関連サービス(15)

金融・保険業(14)

情報通信業(22)

販売会社(25)

不動産・賃貸業(7)

商社・卸売業(38)

運輸業(18)

建設業(23)

その他非製造業(10)

非
製
造
業

製
造
業

(%)

(%) (%)
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36.8

44.1

42.3

37.6

33.8

32.4

30.3

38.2

35.4

35.9

42.0

36.8

43.2

37.0

25.0

20.5

21.8

20.4

29.4

24.4

32.8

ASEAN(3,012)

フィリピン(161)

ベトナム(836)

シンガポール(455)

タイ(633)

マレーシア(361)

インドネシア(357)

改善 横ばい 悪化マレーシア業種別

(%) (%)

営業利益見通し（改善・悪化）：

2025年は改善見込み低下、横ばいが最多に3
◼ 2025年の営業利益見込み（2024年比）が「改善」すると回答した企業は、マレーシアで32.4%と、前年（38.2％）
から低下した。製造業では輸出市場での需要減少やコスト上昇の影響を受け、悪化割合が改善割合を上回った。非製
造業では改善割合が悪化割合より10ポイント以上高かった。

◼ 2026年の営業利益見通しは、2025年の営業利益見込みと比べて、「改善」割合がASEAN主要国でおおむね上昇し、
マレーシアでは38.9％へと上昇した。「悪化」割合は、24.4％から13.4％へ大幅に縮小した。

Ⅰ．営業利益見通し

2025年の営業利益見込み
（国・地域別、2024年との比較）

2026年の営業利益見通し
（国・地域別、2025年との比較）

42.7

41.5

47.6

45.1

40.0

38.9

38.3

45.2

48.4

41.7

42.2

46.9

47.7

50.3

12.1

10.1

10.7

12.7

13.1

13.4

11.4

ASEAN(2,965)

フィリピン(159)

ベトナム(830)

シンガポール(450)

タイ(618)

マレーシア(352)

インドネシア(350)

27.2

37.2

43.9

42.6

28.9

20.2

製造業(173)

非製造業(188)

30.4

19.6

43.5

34.8

15.2

15.2

62.9

35.7

7.1

7.1

11.4

11.4

現地市場での需要増加

現地市場での販売体制強化

輸出先市場での需要増加

生産/販売効率、稼働率などの改善

人件費の削減

その他支出（管理費など）の削減

製造業(46)

非製造業(70)

2025年の営業利益見込みの改善理由

62.0

42.0

38.0

52.0

46.0

15.8

55.3

44.7

26.3

15.8

輸出先市場での需要減少

現地市場での需要減少

他社との競合激化等によるシェア縮小

人件費の上昇

原材料・部品調達コストの上昇

製造業(50)

非製造業(38)

33.9

43.5

51.2

44.6

14.9

12.0

製造業(168)

非製造業(184)

2025年の営業利益見込みの悪化理由
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今後の事業展開：

現状維持が5割、拡大を上回る1
◼ 今後1～2年の事業展開の方向性について、マレーシアでは「現状維持」との回答が50.3％と最多だった。現状維持の割

合は前年調査（46.9%）より上昇した。「拡大」は44.0％となり、2年連続で低下した。

◼ 「拡大」する理由として、「現地市場ニーズの拡大」との回答割合が66.9%と最も高く 、次いで「高付加価値製品・

サービスの受容性が高い」「輸出の増加」が続いた。

(%)
今後1～2年の事業展開の方向性（国・地域別）

Ⅱ．今後の事業展開・輸出

(%)

マレーシアにおいて事業を

「拡大」する理由（複数回答）

66.9

30.0

28.1

22.5

11.9

5.6

0.6

0.6

現地市場ニーズの拡大

高付加価値製品・サービスの

受容性が高い

輸出の増加

競合他社と比べて

優位性が高い

その他

人材面での優位性が高い

優遇措置の拡大

規制の緩和
（n=160）

46.8

56.9

50.3

45.9

44.0

43.9

38.7

47.6

38.2

45.0

48.5

50.3

50.6

55.6

4.6

4.2

4.1

4.7

5.5

3.6

4.4

1.0

0.7

0.6

0.8

0.3

1.9

1.3

ASEAN(3,157)

ベトナム(905)

フィリピン

(169)

インドネシア

(379)

マレーシア

(366)

シンガポール

(474)

タイ(638)

拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転、撤退
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44.0

35.2

30.8

37.3

56.6

48.3

44.8

50.3

55.7

53.8

52.5

42.5

48.3

53.4

5.5

9.1

11.5

10.2

0.9

3.4

1.7

0.3

3.8

全体（366）

大企業（88）

中堅企業（26）

中小企業（59）

大企業（106）

中堅企業（29）

中小企業（58）

(%)
今後1～2年の事業展開の方向性（企業規模別、業種別）

（注）有効回答数5社以上の業種に限定して表示。

今後の事業展開：

非製造業は拡大、製造業は現状維持が過半2

非
製
造
業

製
造
業

今後1～2年の事業展開の方向性（製造業） 今後1～2年の事業展開の方向性（非製造業）

35.3

80.0

60.0

51.9

37.5

31.6

29.4

27.3

25.7

16.7

15.4

54.3

10.0

40.0

48.1

62.5

47.4

64.7

63.6

62.9

50.0

61.5

9.8

10.0

21.1

5.9

9.1

11.4

33.3

15.4 7.7

製造業全体(173)

食料品(10)

一般機械(5)

化学・医薬(27)

プラスチック製品(8)

電気・電子機器(19)

鉄・非鉄・金属(17)

紙・木製品・印刷(11)

電気・電子機器部品(35)

輸送機器部品(6)

ゴム・窯業・土石(13)

拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転、撤退

51.8

87.5

78.6

64.1

59.1

56.0

50.0

27.8

26.1

42.9

46.6

12.5

21.4

33.3

40.9

40.0

50.0

72.2

69.6

57.1

1.6

2.6

4.0

4.3

非製造業全体(193)

不動産・賃貸業(8)

金融・保険業(14)

商社・卸売業(39)

情報通信業(22)

販売会社(25)

事業関連サービス(14)

運輸業(18)

建設業(23)

その他非製造業(14)

◼ 今後1～2年の事業展開の方向性について、業種別にみると、製造業では「現状維持」が、非製造

業では「拡大」がそれぞれ5割を超えた。

◼ 拡大割合は、製造業で食料品が80.0％と高かった。非製造業では、不動産・賃貸業で8割超だった

ほか、保険・金融業、商社・卸売業で6割を超えた。

Ⅱ．今後の事業展開・輸出
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1

46.5

43.7

28.2

31.0

23.9

19.7

12.7

8.5

15.5

16.9

20.3

17.4

18.8

37.7

31.9

31.9

14.5

7.2

11.6

5.8

日本

シンガポール

タイ

インドネシア

ベトナム

インド

米国

欧州

フィリピン

中国

現在(71)

将来(69)

現在重視する/今後有望な輸出市場
（マレーシア業種別、複数回答)

製造業 非製造業

◼ マレーシアにおける日系企業の平均輸出比率は39.6％で、輸出先はASEANが約4割と最大。
◼ 重視する輸出市場について、現在は日本が最大で、製造業ではタイをはじめASEAN各国が続き、
非製造業ではシンガポールが日本に肩を並べた。今後有望な輸出市場については、製造業ではイン
ドが最大、非製造業ではインドネシアが最大で、ベトナムとインドが続いた。

輸出先と有望な輸出市場：

製造業はインド、非製造業はインドネシアを将来有望

43.5

24.2

33.1

23.4

26.6

23.4

25.0

24.2

19.4

17.7

22.5

10.8

23.3

27.5

29.2

35.8

24.2

18.3

15.0

14.2

日本

シンガポール

タイ

インドネシア

ベトナム

インド

米国

欧州

フィリピン

中国

現在(124)

将来(120)

21.1

57.5
65.1

33.8
42.7 41.3

49.8

9.2

11.8

39.7
30.1 33.5

9.9

7.5

4.2 6.5 5.8
3.6

6.7

3.6

5.8 3.7 3.9
3.0

3.9
2.9

3.8 2.7 2.58.1
2.0 2.7 5.9

2.0
2.2
2.3
5.3 5.5 3.2 5.2 4.9 6.6

0%

50%

100%

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

フ
ィ
リ
ピ
ン

ベ
ト
ナ
ム

マ
レ
ー
シ
ア

タ
イ

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

その他 韓国 台湾 豪州・NZ

香港 インド 欧州 中国

米国 ASEAN 日本

輸出先の内訳（国別、合計100％となるよう回答)

53.5 49.7 48.0 39.6 30.7 25.9 （％） （％）平均輸出

比率(注)

（注）①輸出は国外売上を指し、比率は金額ベース。②数値は2.0％以上を記載。

Ⅱ．今後の事業展開・輸出
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28.9

36.6

35.0

32.7

30.5

20.3

19.7

7.3

8.1

5.2

7.7

7.2

13.1

7.5

65.2

60.6

62.2

58.3

63.2

67.4

71.2

ASEAN(3,129)

タイ(632)

ベトナム(898)

フィリピン(168)

マレーシア(361)

シンガポール(472)

インドネシア(375)

米国に輸出 米国から輸入 米国との取引はない

米国との取引の有無：

対米輸出企業の3割がマイナスの影響懸念1
◼ マレーシアでは「米国に輸出」している企業の割合は30.5％だった。対米輸出企業の割合は製造業

で48.2％となり、中でも電気・電子機器、電気・電子機器同部品、鉄・非鉄・金属で5割を超えた。

◼ 対米輸出の有無に関係なく、営業利益見込みへの影響は「現時点ではわからない」が最多だったが、

対米輸出ありの企業では「マイナスの影響が大きい」との回答も32.0％にのぼった。

(%)
米国との取引の有無（複数回答）

Ⅲ．米国追加関税措置の影響

（注）「米国に輸出（から輸入）」は、「直接」または「第三国・地域または
取引先経由」の輸出（輸入）を含む。

13.6

23.5

4.7

47.4

26.5

17.6

16.9

24.7

9.9

15.8

32.4

35.3

7.2

7.0

7.4

5.3

2.9

5.9

63.2

50.0

74.9

36.8

38.2

47.1

マレーシア全体(361)

製造業(170)

非製造業(191)

電気・電子機器(19)

電気・電子機器部品(34)

鉄・非鉄・金属(17)

米国に直接輸出 米国に間接輸出 米国から輸入 米国との取引なし

関税引き上げ措置などが、営業利益見込み（2025年1～12月）に与える影響

（注）業種別は直接・間接輸出が5割を超えた業種を表示。

プラスの影響が大きい

2.0%

マイナスとプラスの影響が

同程度

8.0%

マイナスの影響が

大きい

32.0%影響はない

18.0%

現時点では

わからない

40.0%

マイナスとプラスの影響が同程度

2.3%

マイナスの影響が大きい

15.1%

影響はない

35.9%

現時点ではわ

からない

46.3%

対米輸出あり

（n=100）

対米輸出なし

（n=259）

マイナスの理由（n=39）
①米国での需要減 51.3％
②現地市場での需要減 33.3％
③米国でのコスト競争力低下 28.2％

マイナスの理由（n=43）
①世界的な景気後退 46.5％
②現地市場での需要減 41.9％
③現地市場での競争激化 16.3%
③米国市場での需要減 16.3％
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33.0

51.1

30.9

24.5

27.7

48.1

27.8

18.4

18.4

15.2

特になし

自社のコスト削減

サプライヤーとの価格交渉

現地市場での販売増

調達先の分散化

製造業(94)

非製造業(158)

2
◼ 米国や諸外国・地域の関税引き上げなどの影響への対応策は、対米輸出を行う製造業では「自社の

コスト削減」、非製造業では「現地市場での販売増」が最多となった。

◼ ビジネスへの影響や対応として、生産や部品の調達について中国からマレーシアへの移管を検討し

ている事例や、国内販売のほか第三国市場への販売を強化する事例も見られた。

Ⅲ．米国追加関税措置の影響

米国関税などへの対応：

コスト削減や現地市場での販売増に取り組む

米国や諸外国・地域の関税引き上げなどにおける対応策

（今後の予定含む）

68.1

44.4

29.2

26.4

23.6

16.7

45.8

25.0

29.2

16.7

12.5

54.2

自社のコスト削減

サプライヤーとの価格交渉

調達先の分散化

生産地の分散化

原材料・部品の変更

現地市場での販売増

製造業(72)

非製造業(24)

対

米

輸

出

あ

り

対

米

輸

出

な

し

懸念

・中国からの安価な商品流入による競合増、販売力の低下。
(化学・医薬、紙・木製品)
・米国向け販売製品のコスト競争力低下（紙・木製品）
・中国企業の東南アジア進出加速による競争激化。(建設業)
・米国から輸入する製品の仕入れコスト増。(情報通信業)
・対米輸出を行う顧客の生産が不安定。顧客からの需要減に
伴い在庫過多となる懸念。(その他製造業)

生産
移管

・中国での生産品のマレーシアへの移管。(電気・電子機器)
・中国工場からマレーシアへの生産移管案件が多いため、設
備投資を検討中。(電気・電子機器部品)
・米国企業のマレーシアから本国への生産移管による需要減。
(商社・卸売業)

調達
見直
し

・部品の調達先を中国からマレーシアに変更。(電気・電子
機器)
・中国産品からマレーシア産品への切り替えを顧客から要求
された。(電気・電子機器部品)
・リスク分散のため、調達先の複数化を進め、地産地消の商
売を増やす。(商社・卸売業)

販売
戦略

・対米輸出が減少するため、品質・生産性向上によるコスト
削減に加え、国内販売の強化を目指す。(鉄・非鉄・金属)
・米国の顧客に関税分コストを価格転嫁することで損益を改
善を図る。(ゴム・窯業・土石)
・ASEANや中東など第三国市場で販路を探す。(その他製造
業)

米国や諸外国・地域の関税引き上げなどに関する

ビジネスへの影響や対応計画（自由記述）
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1
◼ 直近2年間の人材確保の状況について、マレーシアでは「悪化」が44.9％となり、ASEAN主要国
ではベトナムに次ぐ高さとなった。一方、「変化なし」との回答も43.5%を占めた。

◼ マレーシアで業種別にみると、製造業で「悪化」が「変化なし」の回答割合を上回った。地域別に
みると、ジョホール州で悪化割合が6割超と最も高かった。

36.8

48.2

44.9

38.7

34.5

27.9

13.5

5.0

3.6

3.0

4.8

3.2

5.6

10.5

47.8

37.2

43.5

51.2

47.2

56.5

66.5

10.4

11.0

8.5

5.4

15.1

10.0

9.5

ASEAN(3,110)

ベトナム(894)

マレーシア(363)

フィリピン(168)

シンガポール(464)

タイ(628)

インドネシア(370)

悪化 改善 変化なし わからない

直近2年間の人材確保の状況
（国・地域別）

（％）

47.7

42.4

46.9

54.5

37.1

2.9

3.1

2.1

5.5

3.4

44.2

42.9

45.8

29.1

46.6

5.2

11.5

5.2

10.9

12.9

製造業(172)

非製造業(191)

大企業(192)

中堅企業(55)

中小企業(116)

直近2年間の人材確保の状況
（マレーシア業種・規模、地域別） （％）

64.0

49.7

45.5

42.9

38.8

55.6

37.0

42.9

16.7

3.3

0.9

22.2

3.7

14.3

16.7

36.0

39.1

54.5

57.1

49.1

22.2

44.4

42.9

66.7

7.9

11.2

14.8

ジョホール(25)

スランゴール(151)

ヌグリ・スンビラン(11)

ペラ(7)

クアラルンプール(116)

北部地域(9)

ペナン(27)

マラッカ(7)

東海岸地域(6)

悪化 改善 変化なし 分からない

（注1）地域別は有効回答が5社以上を抜粋。

（注2）地域別は「改善」-「悪化」を示す

DI値が小さい順に表示。

人材確保の状況：

悪化割合はベトナムに次ぐ高さ、製造業で5割近く

Ⅳ．人手不足
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81.1

42.6

29.5

19.7

22.1

83.2

49.5

24.3

24.3

10.3

78.4

40.9

18.2

40.9

12.5

賃金・待遇面などの要求水準の高まり

他社との人材獲得競争の激化

労働市場での需給ギャップ拡大

自社の求める人材と

求職者のスキルとのミスマッチ

現地人材の価値観の変化

スタッフ・ワーカー(122)

専門職(107)

管理職（88）

2
◼ 雇用状況が「悪化」した企業に悪化した職種とその理由を尋ねたところ、職種を問わず「賃金・待
遇面などの要求水準の高まり」が最多に。また、スタッフ・ワーカーでは需給ギャップの拡大、専
門職では人材獲得競争の激化、管理職ではスキルのミスマッチが相対的に高かった。

◼ 平均離職率は非管理職で10％超、製造業より非製造業で高かった。

人材確保・定着のための取り組み（自由記述)

13.8

31.6

47.0

60.6

26.2

9.2

24.2

8.4

26.2

18.4

13.4

11.6

21.4

22.4

12.1

9.7

9.0

11.8

3.4

9.7

3.4

6.6

製造業(145)

非製造業(152)

製造業(149)

非製造業(155)

0-1％未満 1-5％未満 5-10％未満 10-20％未満 20-50％ 50％超

2025年の従業員の離職率の分布

管
理
職

非
管
理
職

雇用状況が悪化している理由（複数回答)

雇用状況の悪化理由：

賃金・待遇要求が最多、採用・定着の取り組み多様

平均

10.5

11.4

3.7

4.8

（％）

（％）

採用

・現地大学や高専との活動を密にし、インターンシップ
を随時受け入れ。
・リファラル採用への切り替え。・現地法人の英語版
ウェブサイトを開設。
・現地のジョブフェアへの参画。

昇給・
手当拡大

・グローバル企業の給与・福利厚生等と比較、同レベル
かそれ以上の処遇になるようにした。(商社・卸売業)
・利益が出た分、従業員のボーナスに還元。
・食事代・医療費の補助拡大。
・健康保険の範囲を拡充。
・手当の充実（例：育児手当、皆勤手当、資格手当）。

勤務環
境・制度
の整備

・オフィス、会議室、トイレをリノベーション。
・暑熱対策や軽労化など職場環境を改善。
・オフィススタッフにテレワークを導入。
・フレックス制度を導入。

人材育成

・課題解決力等の向上のための研修を実施。海外拠点と
の交流を活性化。
・日本への技術研修や日本からの技術指導者の派遣など
の研修を実施。
・4半期単位でキャリアプランや業務上の課題を上司とコ
ミュニケーション。
・現地人材を管理職ポジションに積極登用。

人事評価 ・人事評価制度の見える化を行い、説明会を開催。

帰属意識
向上

・スポーツイベントの開催（例：ピックルボール、eス
ポーツ）
・ファミリーデー、アニュアルディナー、慰労ランチ会。

Ⅳ．人手不足
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デジタル技術の活用：

活用・投資を拡大する企業は63.4％、製造業でも6割1
◼ マレーシアでデジタル技術の活用やデジタル分野への投資を行う企業の割合は55.4％で、大半が

他社の開発した技術を導入と回答した。今後、デジタル技術活用の取り組みを「拡大」する企業の

割合は63.4％とASEAN主要国でフィリピンに次いで高かった。

◼ 拡大割合は、プラスチック製品、一般機械、輸送機器部品、保険・金融業で8割超と高かった。

Ⅴ．DX・GXと人権DDの取り組み

55.4

52.6

57.9

62.6

53.1

44.1

44.6

47.4

42.1

37.4

46.9

55.9

マレーシア全体(325)

製造業(154)

非製造業(171)

大企業(174)

中堅企業(49)

中小企業(102)

導入・利用や投資をしている 導入・利用や投資をしていない

デジタル技術の活用・デジタル分野の投資
(%) (%)

69.7

64.0

52.4

60.3

100.0

100.0

83.3

63.6

61.1

60.0

56.7

66.1

92.3

78.9

72.7

64.7

63.2

60.9

58.3

30.3

36.0

47.6

39.7

16.7

36.4

38.9

40.0

43.3

33.9

7.7

21.1

27.3

35.3

36.8

39.1

41.7

大企業(178)

中堅企業(50)

中小企業(105)

製造業全体(156)

プラスチック製品(8)

一般機械(5)

輸送機器部品(6)

化学・医薬(22)

電気・電子機器(18)

食料品(10)

電気・電子機器部品(30)

非製造業全体(177)

金融・保険業(13)

情報通信業(19)

建設業(22)

運輸業(17)

商社・卸売業(38)

販売会社(23)

事業関連サービス(12)

拡大する 現状維持

マレーシアにおける将来的なデジタル技術の
活用・投資の方向性

67.3

63.4

61.0

59.4

59.3

50.6

32.7

36.6

39.0

40.6

40.7

49.4

フィリピン(150)

マレーシア(333)

シンガポール(415)

ベトナム(801)

インドネシア(339)

タイ(587)

拡大 現状維持

今後のデジタル技術の活用・投資の方向性（国別）

（注） 業種別は有効回答5社以上かつ「拡大する」の回答割合が5割以上。

93.8

78.4

20.0

41.2 12.4

製造業(80)

非製造業(97)

他社が開発した技術の導入 自社で関連技術・サービスを開発・提供

地場企業等と連携・協業した開発・提供 その他

デジタル技術の活用形態 (%)

(%)
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2
◼ デジタル技術の導入・利用・投資を「拡大する」と回答した企業に目的と具体的な分野・技術を尋ね

たところ、目的は業務効率化（管理業務）が8割超を占めた。製造業では工場の業務改善・DXとサイ

バーセキュリティ、非製造業では幅広い目的で人工知能（AI）の活用が挙げられた。

◼ デジタル技術導入の課題として、高いコストや人材不足を挙げる回答が6割を超えた。

89.9

77.5

12.4

19.1

12.4

83.8

70.5

31.4

16.2

10.5

業務効率化（管理業務）

業務効率化（事業）

新規事業推進

法制度対応

研究開発

製造業(89)

非製造業(105)

デジタル技術の活用・投資の拡大目的
(%)

（注）①RPAとはRobotic Process Automationの略。②回答率が5割以上を赤色、3割以上5割未満をオレンジ色で
ハイライト。

デジタル技術の活用：

非製造業では幅広い目的でAI活用にニーズ

64.9

64.3

28.8

18.5

12.5

導入や運用のコストが高い

デジタル人材の不足

投資に見合う売り上げが見込めない

既存の社内インフラとの統合が困難

関連インフラが不十分 （n=319）

分野・技術
目的

有効
回答数
（社）

クラウド
サイバーセキュ

リティ
人工知能
（AI）

工場向け
業務改善・

DX

RPAによる
業務プロセ
スの効率化
（注①）

サーバー
の増設

IoT
デジタル
決済

データセン
ターの利用

データアナ
リティクス

業務効率化（管理業務） 80 48.8 57.5 37.5 57.5 37.5 28.8 22.5 21.3 18.8 17.5

業務効率化（事業） 69 34.8 46.4 37.7 63.8 29.0 20.3 24.6 11.6 11.6 17.4

法制度対応 17 35.3 58.8 11.8 17.6 0.0 23.5 5.9 5.9 17.6 0.0

新規事業推進 11 36.4 27.3 54.5 27.3 0.0 18.2 27.3 18.2 18.2 18.2

研究開発 11 54.5 18.2 63.6 54.5 0.0 27.3 27.3 0.0 18.2 36.4

業務効率化（管理業務） 88 61.4 44.3 55.7 11.4 28.4 13.6 17.0 20.5 15.9 15.9

業務効率化（事業） 74 47.3 27.0 64.9 14.9 18.9 13.5 17.6 10.8 14.9 21.6

新規事業推進 33 30.3 33.3 57.6 18.2 18.2 12.1 27.3 6.1 15.2 33.3

法制度対応 17 29.4 47.1 52.9 11.8 29.4 5.9 11.8 35.3 5.9 0.0

研究開発 11 18.2 18.2 90.9 9.1 27.3 9.1 18.2 9.1 9.1 27.3

非
製
造
業

製
造
業

デジタル技術導入の目的と具体的な分野・技術（複数回答）

デジタル技術の導入・利用・投資を進める際の課題
(%)

(%)

Ⅴ．DX・GXと人権DDの取り組み
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63.3

46.1

41.4

44.5

21.1

20.3

47.7

32.1

17.4

11.0

20.2

9.2

省エネの促進

自社の消費電力やGHG排出量の可視化

再エネの利用促進

屋根置き太陽光パネル設置など自社で発電

環境に配慮した包装材の使用やリサイクル

グリーン電力証書や炭素クレジットの調達・取引
製造業(128)

非製造業(109)

38.8

47.8

46.1

44.7

40.9

36.9

33.7

25.9

27.1

27.7

22.4

21.3

23.5

28.8

35.3

25.1

26.2

32.9

37.8

39.6

37.5

ASEAN(2,835)

インドネシア(339)

マレーシア(332)

フィリピン(152)

シンガポール(413)

タイ(591)

ベトナム(798)

取り組んでいる

今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

脱炭素化への取り組み：

省エネはじめ幅広く取り組み、再エネ導入コストに課題3
◼ 温室効果ガス（GHG）の削減など何らかの脱炭素化に「すでに取り組んでいる」または「取り組んでいないが、
今後取り組む予定がある」と回答した企業はマレーシアで73.8％と、ASEAN主要国でインドネシアに次いで
高かった。

◼ 製造業では省エネをはじめ、排出量可視化、太陽光パネル設置など幅広い取り組みが予定も含めて進められて
いる。一方、脱炭素化に取り組まないと理由として「再エネの導入コストが高い」との回答が最多で、製造業
では同項目の回答割合が56.2％にのぼった。

進出先での脱炭素化への取り組み状況

59.5

33.9

24.1

31.0

16.5

35.1

製造業(158)

非製造業(174)

マレーシア業種別

脱炭素化への取り組み内容 (%)

脱炭素化に取り組む/取り組まない理由（上位3項目）

取り組む理由 回答率 取り組まない理由 回答率

全社的な脱炭素化方針や
目標

68.3再エネ導入のコストが高い 37.3

進出先の脱炭素市場の拡
大

26.3
リソース（情報、ノウハウ、
人材）が不十分

31.3

進出先の脱炭素関連の規
制強化、制度整備への対
応

17.0
脱炭素に取り組むインセン
ティブが不足している

26.2

(%)

(%)

Ⅴ．DX・GXと人権DDの取り組み
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4
◼ 人権デューディリジェンス（人権DD）を「実施している」企業の割合は30.7％と、2023年度調
査（29.1％）より1.6ポイント上昇した。準備中・情報収集中も含めると61.7％だった。

◼ 人権DD取り組みの具体的な効果として、自社の労働環境改善や従業員のエンゲージメント向上に
繋がる効果を挙げる回答が多かったが、「企業イメージ・ブランドイメージ向上」も4割を超えた。

30.7

39.0

23.3

39.7

42.9

9.7

7.4

8.4

6.4

8.6

6.1

5.8

23.6

21.4

25.6

21.3

16.3

31.1

38.3

31.2

44.8

30.5

34.7

53.4

マレーシア全体(326)

製造業(154)

非製造業(172)

大企業(174)

中堅企業(49)

中小企業(103)

実施している

実施していないが、実施に向けて準備中

人権DDを実施していないが、実施を検討するため情報収集を行っている

人権DDを実施しておらず、情報収集も行っていないない

人権DDの実施状況

94.7

45.3

8.4

12.6

2.1

自社・グループ会社

直接的な取引先（Tier1サプライヤー）

間接的な取引先（Tier2サプライヤー以降）

調達物流・出荷物流

その他

人権DDの実施範囲（複数回答）

人権DDに取り組んだことによる
具体的な効果（複数回答）

73.7

47.4

40.4

36.8

36.8

83.3

33.3

41.7

22.2

16.7

社内の人権リスクの低減

従業員の働きやすさの改善

企業イメージ・ブランドイメージの向上

顧客との取引継続

サプライヤー側の人権リスクの低減 製造業(57)

非製造業（36）

人権DDの実施・検討・情報収集の理由
（複数回答）

76.8

41.9

27.3

9.1

本社やグループ全体の方針・指示

サステナビリティ戦略の実践、企業の社

会的責任

取引先や顧客からの要請・監査

法令遵守

サプライチェーンにおける人権：

人権DDを実施している企業は3割

（％）

（％）

（％）

（％）

Ⅴ．DX・GXと人権DDの取り組み



18
Copyright © 2026 JETRO. All rights reserved.

ジェトロ作成。無断転載・転用を禁ず

61.6

47.0

37.4

26.1

24.0

駐在員の生活環境が

優れている

取引先（納入先）

企業の集積

市場規模／成長性

人件費の安さ

安定した政治・社会情勢

74.6

45.7

34.8

21.8

19.2

市場規模／成長性

人件費の安さ

ワーカー等の雇いやすさ

取引先（納入先）

企業の集積

駐在員の生活環境が

優れている

68.4

55.2

53.2

35.5

19.8

市場規模／成長性

人件費の安さ

安定した政治・社会情勢

駐在員の生活環境が

優れている

従業員の質の高さ

（一般ワーカー）

76.2

63.3

55.4

35.2

28.9

言語・コミュニケーション

上の障害の少なさ

安定した政治・社会情勢

駐在員の生活環境が

優れている

市場規模／成長性

人件費の安さ

74.2

62.9

44.4

39.7

24.5

言語・コミュニケーション

上の障害の少なさ

人件費の安さ

市場規模／成長性

ワーカー等の雇いやすさ

税制面でのインセンティブ

（法人税、関税など）

90.2

61.8

56.9

40.7

37.9

安定した政治・社会情勢

言語・コミュニケーション

上の障害の少なさ

駐在員の生活環境が

優れている

整備された法制度、

明確な運用

税制面でのインセンティブ

（法人税、関税など）

1

（％）

フィリピン(151)

インドネシア(339) タイ(583)

ベトナム(814)

（注1）国・地域名のカッコ内は有効回答数。
（注2）中国および香港・マカオは調査対象外。

マレーシア(332)

シンガポール(427)

投資環境上のメリット上位5項目（複数回答）

投資環境（各国のメリット上位5項目）：

言語・コミュニケーション上の障害の少なさを好感

Ⅵ．ビジネス・競争環境

◼ 投資環境上のメリットについて、マレーシアでは「言語・コミュニケーション上の少なさ」の回答割合が
76.2%と最多だった。「安定した政治・社会情勢」や「駐在員の生活環境が優れている」も5割を超えた。
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65.9

57.6

33.0

25.0

24.7

人件費の高騰

不安定な政治・社会情勢

現地政府の不透明な

政策運営（注1）

自然災害

従業員の離職率の高さ

70.9

68.2

64.1

61.5

60.0

不安定な政治・社会情勢

現地政府の不透明な

政策運営（注1）

税制・税務手続きの煩雑さ

人件費の高騰

法制度の未整備・

不透明な運用

67.5

58.7

57.3

56.5

41.5

行政手続きの煩雑さ

（許認可等）

法制度の未整備・

不透明な運用

人件費の高騰

税制・税務手続きの煩雑さ

現地政府の不透明な

政策運営（注1）

66.5

37.5

33.8

29.9

29.6

人件費の高騰

従業員の離職率の高さ

行政手続きの煩雑さ

（許認可等）

専門職等の不足・

人材採用難

現地政府の不透明な

政策運営（注1）

65.1

63.2

61.2

59.9

53.3

税制・税務手続きの煩雑さ

不安定な政治・社会情勢

外国人・企業を

対象とした犯罪（注2）

行政手続きの煩雑さ

（許認可等）

現地政府の不透明な

政策運営（注1）

91.3

52.1

44.3

29.2

22.2

人件費の高騰

土地／事務所スペースの

不足、地価／賃料の上昇

ビザ・就労許可取得の

困難さ・煩雑さ

従業員の離職率の高さ

専門職等の不足・

人材採用難

タイ(587)

ベトナム(813) マレーシア(328) フィリピン(152)

インドネシア(340)

4

投資環境上のリスク上位5項目（複数回答）

（注1）政策運営とは産業政策、エネルギー政策、外資規制などを指す。（注2）犯罪とは殺傷害、誘拐、強盗・盗難、詐欺などを指す。
（注3）国・地域名のカッコ内は有効回答数。（注4）中国および香港・マカオは調査対象外。

シンガポール(424)

（％）

投資環境（各国のリスク上位5項目）：

行政手続きの煩雑さが3位に
◼ 投資環境上のリスクについて、マレーシアでは「人件費の高騰」の回答割合が66.5%と最多だった。その他の
項目の回答割合は4割以下と全体的に低いものの、「行政手続きの煩雑さ」が33.8％と前年調査比7.5ポイント
上昇し、上位3位に入った。急な制度変更、輸出入・ビザ取得手続きなどの課題が指摘されている。

Ⅵ．ビジネス・競争環境
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1

現地市場で最も競合する競争相手

24.8

34.2

12.8

12.1

5.4

48.3

22.4

17.8

2.9

4.0

地場企業

中国企業

日系企業

当てはまる競争相手がいない

欧州企業
製造業(149)

非製造業(79)

投資環境・最大の競争相手：

製造業で中国企業、非製造業で地場企業が最多
◼ 現地市場で最も競合する相手として、製造業では中国企業が34.2％、非製造業では地場企業が48.3％
とそれぞれ最多だった。

◼ 競争相手を念頭に力を入れている対策は、製造業では、人件費や原材料費といったコストの削減が上
位だった。非製造業では、製品・サービスの多角化、現地企業との協業・連携とする回答が目立った。

競争相手を念頭に力を入れている対策

（％）（％）

現地拠点の位置づけ変化・今後の見通し（自由記述）

・高付加価値品への製造シフト、開発から生産まで一括機能を拡大。(電気・電子

機器部品)

・外国人労働者削減目標に鑑みて工場の自動化が必須も、技術者の確保が困難。

(電気・電子機器部品)

・ハラール認証取得により他のムスリム市場への輸出にメリット。(食料品)

・国内地方への生産移管(スランゴール州・製造業)

・本社からの受注に依存しない事業形態に移行するため、地場・外資企業に限らず

幅広くネットワークを構築する。事業内容の刷新も視野。(電気・電子機器部品)

・中国以外の拠点として継続するが、中国と同等かそれ以上の価格競争力、品質レ

ベルへの向上が必須。(電気・電子機器)

・言語コミュニケーションの優位性等からAPACの地域ハブ機能の拡張を検討。 

(金融・保険業)

・他の東南アジアの国やインドへの生産移管の可能性。(プラスチック製品)

51.1

37.4

34.4

33.6

32.1

コスト削減（人件費、光熱費削減、

生産効率改善など）

コスト削減（調達先切り替え、

原材料費削減など）

製品・サービスの多角化

進出先の市場ニーズに合わせた

製品・サービスの開発

価格の引き下げ（利幅の調整を含む）
n=131

38.5

34.9

30.8

30.8

29

製品・サービスの多角化

現地企業との協業・連携

価格の引き下げ（利幅の調整を含む）

営業・広報の強化

進出先の市場ニーズに合わせた…
n=169

非
製
造
業

製
造
業

投資環境上のメリット・リスクに関連した設問

Ⅵ．ビジネス・競争環境
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5.5 

5.1 

4.9 

4.0 

3.9 

3.3 

ベトナム(679)

インドネシア(266)

フィリピン(116)

マレーシア(237)

タイ(485)

シンガポール(302)

5.5 

5.4 

4.9 

4.4 

3.9 

3.5 

ベトナム(694)

インドネシア(285)

フィリピン(118)

マレーシア(240)

タイ(500)

シンガポール(310)

賃金（ベースアップ率）：

マレーシアでは2025年に4.4％見込み1
2

0
2

5
年

←
2

0
2

4
年

2
0

2
6
年

←
2

0
2

5
年

（注）ベースアップ率は職能給や業績給といった個人の能力に左右される給与を除いた、ベースとなる給与の昇給率（名目）。

全職種平均。

(%)総 数 製 造 業 非 製 造 業

Ⅶ．賃金実態

5.8 

5.6 

4.7 

4.3 

3.5 

3.5 

インドネシア(154)

ベトナム(326)

フィリピン(51)

マレーシア(118)

シンガポール(66)

タイ(253)

5.5 

5.1 

5.0 

4.4 

4.4 

3.5 

ベトナム(368)

フィリピン(67)

インドネシア(131)

マレーシア(122)

タイ(247)

シンガポール(244)

5.6 

5.4 

4.5 

3.8 

3.5 

3.4 

ベトナム(320)

インドネシア(144)

フィリピン(51)

マレーシア(115)

タイ(245)

シンガポール(65)

5.4 

5.2 

4.7 

4.3 

4.2 

3.3 

ベトナム(359)

フィリピン(65)

インドネシア(122)

タイ(240)

マレーシア(122)

シンガポール(237)

◼ 日系企業の賃金ベースアップ率の平均値（見込み）はマレーシアで、2025年に4.4％、2026年に
4.0％だった。いずれもインフレ率予測を上回る。
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2,234 

549 

490 

385 

303 

302 

シンガポール(49)

マレーシア(115)

タイ(228)

インドネシア(143)

フィリピン(53)

ベトナム(308)

3,285 

1,011 

830 

538 

513 

428 

シンガポール(40)

マレーシア(100)

タイ(209)

ベトナム(245)

インドネシア(125)

フィリピン(42)

5,346 

1,920 

1,774 

1,179 

1,077 

1,075 

シンガポール(60)

マレーシア(114)

タイ(227)

ベトナム(291)

インドネシア(139)

フィリピン(52)

3,319 

1,176 

932 

784 

574 

517 

シンガポール(237)

マレーシア(123)

タイ(252)

ベトナム(353)

フィリピン(68)

インドネシア(127)

6,110 

2,441 

1,928 

1,660 

1,534 

1,288 

シンガポール(223)

マレーシア(115)

タイ(221)

ベトナム(298)

フィリピン(57)

インドネシア(118)

賃金（基本給・月額）：

非製造業スタッフは製造業作業員の2倍以上3

（米ドル）製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー ◼ 基本給：諸手当を除いた給与、2025
年8月時点。

◼ 作業員：正規雇用の一般工職で実務経
験3年程度の場合。ただし請負労働者
および試用期間中の作業員は除く。

◼ エンジニア：正規雇用の中堅技術者で
専門学校もしくは大卒以上、かつ実務
経験5年程度の場合。

◼ マネージャー（製造業）：正規雇用の
営業担当課長クラスで大卒以上、かつ
実務経験10年程度の場合。

◼ スタッフ：正規雇用の一般職で実務経
験3年程度の場合。ただし派遣社員お
よび試用期間中の社員は除く。

◼ マネージャー（非製造業）：正規雇用
の営業担当課長クラスで大卒以上、か
つ実務経験10年程度の場合。

◼ 2025年8月時点の各国中央銀行発表の
為替レートで米ドルに換算。

≒2,318リンギ ≒4,272リンギ

≒10,315リンギ
≒4,986リンギ

◼ マレーシアの日系製造業・作業員の月額基本給は平均549ドル、非製造業・スタッフの月額基本給は平均
1,176ドルだった。非製造業・スタッフの給与水準は製造業・作業員の2倍以上となっている。

≒8,111リンギ

Ⅶ．賃金実態
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1,176

932

784

574

517

1,370

1,183 

871

713

524

446

シンガポール（273）

マレーシア（123）

タイ(252)

ベトナム(353)

フィリピン(68)

インドネシア(127)

平均値

中央値

3,319

◼ マレーシアの日系製造業・作業員の月額基本給は中央値で473ドルとなり、平均値以下の企業が過半だった。
◼ 給与水準は首都圏で高い傾向が見てとれる。クアラルンプールの非製造業・スタッフの賃金中央値・平均値
ともに5,000リンギを超えた。

賃金（製造業と非製造業の基本給・月額）：

給与水準は首都圏でより高い傾向5

製造業・作業員

549 

490 

385 

303 

302 

473 

463 

368 

271 

276 

シンガポール（49）

マレーシア(115)

タイ(228)

インドネシア(143)

フィリピン(53)

ベトナム(308)

平均値

中央値

2,2342,226

（注）有効回答数10社以上の地域。

（米ドル）

マレーシア：作業員の地域別賃金 マレーシア：スタッフの地域別賃金

非製造業・スタッフ

≒2,318リンギ

（リンギ） （リンギ）

≒2,000リンギ
≒4,968リンギ

≒5,000リンギ

州・連邦直轄地区
有効
回答数

平均値 中央値

ペナン州 12 2,141 1,910

ジョホール州 19 2,041 1,900

スランゴール州 57 2,348 2,000

州・連邦直轄地区
有効
回答数

平均値 中央値

スランゴール州 50 4,402 4,000

クアラルンプール 67 5,509 5,000

Ⅶ．賃金実態
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レポートに関するお問い合わせ先

日本貿易振興機構（ジェトロ） 60-3-2171-6100

MAK@jetro.go.jp

9th Floor, ChulanTower, No.3 

Jalan Conlay, 50450 Kuala 

Lumpur, MALAYSIA

◼ 免責条項

【注】単位未満を含むため、末尾が合わない場合があります。

【免責事項】本レポートで提供している情報は、利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けて
おりますが、本レポートで提供した内容に関連して、利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了
承下さい。

禁無断転載

クアラルンプール事務所
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